
近年，地球レベルで問題となっている環境問題，エ

ネルギー問題の対応は，下水道分野においてもますま

す重要な課題となってきている。また，エネルギー管

理指定工場の指定方法の変更を含む省エネ法の改正施

行が平成18年４月に実施されたことにより，一層の消

費エネルギー削減が求められている。これらの問題を

解決する一手段として太陽光発電，風力発電，小水力

発電，消化ガス発電および電力貯蔵装置等の新エネル

ギー関連技術を下水処理施設に導入する試みがなされ

ているが，未だ広く普及するには至っていない。その

原因の一つとして，新エネルギー技術を導入する際の

リファレンスとなるものが存在しないことが挙げられ

る。

本研究では，下水処理施設に新エネルギー技術を導

入する際，最適な技術の選択および基本的な計画設計

の実施を支援し，計画設計，維持管理に係わる技術的

事項を示した技術資料を提示することを目的とする。

本研究は，譛下水道新技術推進機構，譁日立製作所，

譁東芝，三菱電機譁，富士電機水環境システムズ譁，

譁明電舎の６者で実施した。

３.１　導入事例の調査・分析

新エネルギー技術を導入済みの下水処理施設と第一

種および第二種エネルギー管理指定工場となっている

下水処理施設（約100施設）に対して，アンケート調

査を実施した。アンケート調査の分析結果を表－１に

示す。分析結果により，新エネルギー技術の導入の実

態，新エネルギー技術に対する意識，新エネルギー技

術の導入効果を明らかにし，新エネルギー技術の選定

手法の考え方を導く参考資料とした。
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３.２　導入手法の提案

新エネルギー技術の導入検討において，全ての種類

の技術に対して詳細な検討を行うことは難しいため，

検討の初期段階で採用する新エネルギー技術を絞り込

むことが望ましい。そのためには，現状のエネルギー

使用状況の確認から導入目的の明確化，発電電力量・

事業費用の概略を把握し，事業性評価の過程を経た上

で，最適技術，最適導入規模を選定する必要がある。

検討事項をまとめた導入フローを図－２に示す。

なお，本研究にて考案した導入フローは，下水処理

施設で検討が必要な項目について，収集項目の事例や

設計手順等を示し，具体的に検討を進められるように

したものである。

盧 現状把握

新エネルギー技術の導入を検討する自治体・下水処

理施設の諸元および，エネルギー使用状況を調査・整

理し，導入検討の基礎データとする。調査する諸元デ

ータの例を以下に示す。

【諸元データ】

①過去のエネルギー消費状況

②将来のエネルギー動向，処理水量の予測

③新エネルギー技術基礎データ

・未利用空間の調査（増設予定地，屋上等）

・放流流量，放流部落差

・余剰消化ガスの発生量および成分

・日間の電力消費状況

・搬入経路，配置に関わる全体平面図

盪 導入目的の明確化

新エネルギー技術には，技術ごとに特徴があり，特

定の条件では極めて効率的に目的を達成することが可

能な技術もある。そのため，導入の必要性や自治体の

導入ビジョンの検討結果を整理し，目的に合致した選

定評価を行う一助とする。

蘯 発電電力量目標の設定

現状把握により算出したエネルギー消費原単位と，

将来の処理水量の変化並びに，設備導入計画を考慮し

て向こう５年～10年間の発電電力量目標を決定する。

検討手順を以下に示す。

①現状のエネルギー消費原単位の調査

②検討対象期間，エネルギー消費原単位削減率の設定

③検討対象期間の処理水量の変化の予測

④検討対象期間におけるエネルギー消費量の予測

⑤対策を行う場合のエネルギー消費量の決定

⑥削減すべきエネルギー消費量の決定
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表－１　アンケート調査の分析結果

分析結果項目
二次処理水量と消費電力量，エネルギー消
費原単位には相関があり，二次処理水量が
多いほど電力使用量は大きく，原単位は小
さい傾向がある。

現状のエネルギ
ー消費状況

電動機の回転数制御や，高効率機器の導入
等，何らかの省エネ対策を実施している下
水処理施設の比率は回答全体の80％を超
えている。更なる省エネ化には，新エネル
ギー技術導入などの従来とは異なるアプ
ローチが不可欠である。

省エネ対策

買電電力の削減が主要な目的である。ま
た，太陽光，風力，といった自然エネルギ
ーについては，環境対策，イメージアップ
といった付加価値も導入目的の一つとな
っている。

新エネルギーの
導入目的

図－２　導入フロー



⑦新エネルギー負担率の決定

⑧発電電力量目標の設定

例として，現在から５年後にエネルギー消費原単位

を５％低減するため，エネルギーの削減量および新エ

ネルギー技術の発電電力量目標を設定するイメージを

図－３に示す。削減すべきエネルギー消費原単位から

エネルギー消費量を換算し，省エネ対策で更に改善可

能な電力量を引いた値を新エネルギー技術の発電電力

量としている。

盻 事業性評価要素の検討

事業性評価を行うために必要な基礎検討を行う。各

新エネルギー技術に対し，以下の項目を検討する。

①必要条件

②発電電力量と事業費

眈 事業性評価・導入の判断

事業性評価要素を基に，必要条件の適合性の確認，

新エネルギー技術導入に対する費用対効果の算出を行

い，事業性評価および導入の判断をする。事業性の評

価フローを図－４に示す。

①必要条件の適合性の確認

各新エネルギー技術が必要条件を満たしているかを

確認し，適合した技術を選定する。

②事業性評価１

新エネルギー技術の導入によって得られる便益と導

入・運用に必要な費用を比較し，便益が必要な費用を

上回ることを評価基準として事業性を判断する。

③事業性評価２（各種補助制度の利用）

②の評価で事業評価を得られない場合，各種補助制度

を利用することで，導入費用の負担額を軽減することが

可能である。その補助金額を勘案して経済性を判断する。

④事業性評価３（環境会計の導入）

多くの新エネルギー技術には，エネルギー消費原単

位の低減効果以外に，CO2削減やPR効果といった定

量的に評価することが難しい効果を併せ持っている。

③の評価でも事業性が得られない場合には，近年の環

境会計に見られる温室効果ガス排出量の貨幣換算やグ

リーン電力証書売却益を加味して事業性の評価を行う。

また，環境会計以外にも，政策的判断による導入判

断が欠かせないことを留意する。

⑤発電電力量目標の達成確認

蘯項にて設定した発電電力量目標に対して，当該の

新エネルギー技術を導入することにより達成可能であ

るか否かを確認する。新エネルギー技術で目標達成が

困難である場合には，追加的な省エネ技術の適用を行

う必要がある。

モデルケースを用いて新エネルギー技術の導入に対

する事業性を評価した例を表－２に示す。例では，補
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図－３　エネルギー削減目標および新エネルギー発電電力量目標の設定例

図－４　事業性の評価フロー



助制度の活用，温室効果ガスの貨幣換算を加味して事

業性評価を行った結果を示している。風力発電や消化

ガス発電（ガスエンジン，燃料電池）のように，補助

制度の活用や温室効果ガスの貨幣換算を用いることに

より，費用対効果の割合が改善され，事業性があると

判断される可能性がある。

眇 新エネルギー技術設計手法

新エネルギー技術の事業性評価により詳細な検討を

行うことを決定した技術について，技術的な設計を行

う。検討項目としては，設計条件や，発電量，システ

ム構成などの機器システムに関する事項と法的規制事

項および申請内容・申請時期などの法令に係わる事項

がある。また，新エネルギー技術を導入することによ

るCO2削減量の算出や，商用電源と系統連系を行う方

法についても検討を行う。

眄 新エネルギー技術維持管理手法

新エネルギー技術の導入後，設備を効率的かつ安全

に運用するためには，日常点検および定期点検を行う

必要がある。

日常点検項目としては，目視確認，異音や異臭等の

五感に頼った項目が主であり，定期点検は計器を用い

た試験，測定や油補充，消耗品の交換，機器を分解し

た点検がある。

本研究の成果を「下水道における新エネルギー技術

の導入・評価に関する技術資料」に取りまとめている。

本編には新エネルギー技術の概要や導入評価方法，設

計手法を，資料編には関連法令一覧やアンケート調査

結果等を記載している。

下水処理施設は多くの電力や燃料を消費する施設で

あり，また，水環境に配慮した処理の高度化によりま

すますエネルギーの消費量は増大傾向にある。

本技術資料をもちいることによって，新エネルギー

技術を視野に含めた効果的な設備導入を計画すること

を期待する。

ま と め   

1

2

3

4

55

技術資料の構成 

1

2

3

44

5

蚪　エンジニアリング・リポート　蚪 

表－２　事業性評価（各種補助制度の活用および温室効果ガス排出量を貨幣換算した場合）

Na-S
電池

消化ガス
燃料電池

消化ガス
ガスエンジン小水力風力太陽光

171515201717耐用年数（年）※１

12,50044,00030,0006,000
7,5006,500

機器導入費
（万円） 1,00010,00010,0001,000土木建築

13,50054,00040,0007,0007,5006,500総導入費（万円）

13,50027,00020,0003,5003,7503,250補助を考慮した
総導入費（万円）

17,43133,92525,1304,7054,8424,196総導入費（万円）
×年経費率×耐用年数

1601,0001,00010020065維持管理費（万円/年）
2,72015,00015,0002,0003,4001,105総維持管理費（万円）
20,15148,92540,1306,7058,2425,301総事業費（万円）①
－3,3292,49718164073発電電力量（MWh/年）

8363,3292,49718164073削減買電電力費
（万円/年）10円/kWh※２

14,21549,93537,4553,61010,8851,243総削減買電電力費
（万円）②

－27,71420,7882,0046,041689削減CO2排出量
（t-CO2）※３

－5,5434,1584011,208138温室効果ガス
貨幣換算（万円）※４③

70.5％113.4％103.7％59.8％146.7％26.0％費用対効果（②＋③）／①

※１耐用年数は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令を適用している
※２買電電力費は，地域および形態により幅があるが，ここでは10円/kWhとして扱う
※３温室効果ガス（CO2）の排出量換算は，0.555kg-CO2/kWh（地球温暖化対策の推進に関する法律，環境省）を使用する
※４温室効果ガス（CO2）の貨幣換算は，2,000円/t-CO2を使用する（EUの排出権取引価格から参照）


